第１号様式（第２条第１項関係）

年　　月　　日

住宅確保要配慮者居住支援法人指定申請書

岐阜県知事　　　　　　様

法人の住所
法人の名称
代表者氏名

　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第59条第１項の規定に基づく住宅確保要配慮者居住支援法人の指定を受けたいので、下記の書類を添えて申請します。
　なお、指定に関係する法令及び誓約事項を遵守します。

記
１　居住支援法人の名称又は称号：

２　支援業務を行う事務所の所在地：

３　連絡先（支援業務に関する問合せ先）：

４　役員の氏名：

５　支援業務の種別（法第62条各号に掲げる業務の別）：

６　支援業務以外の業務内容（支援業務以外の業務を行う場合のみ）：

７　支援業務を行なおうとする区域：

８　支援業務の開始年月日：　　　　年　　月　　日

９　支援業務の対象とする要配慮者：

10　添付書類
　（１）定款及び登記事項証明書
　（２）申請日の属する事業年度の前事業年度における財産目録及び貸借対照表
　　　　（申請日の属する事業年度に設立された法人にあっては、その設立時における財産目録）
　（３）申請に係る意思の決定を証する書類
　（４）支援業務の実施に関する計画書（別添）
　（５）役員の氏名、ふりがな、住所及び略歴を記載した書類
　（６）現に行っている業務内容が分かる書類
　　　　申請以前に行っている法第62条各号の居住支援に資する活動の実績（申請年度の過去５年のうち直近の活動実績の存する年度分のみ）を示す書類
　（７）個人情報を適正に取り扱う旨を証する書類（個人情報保護規程その他これに準ずるもの）
　（８）申請者が法第63条第１項に規定する債務保証業務又は法第64条第１項第２号に規定する残置物処理等業務及びこれに附帯する業務を行なおうとする場合は、当該業務に係る経理とその他の業務に係る経理とが区分されていることが分かる書類
　（９）支援法人指定に関する誓約書（第２号様式又は第３号様式）
　（10）資格を証する書類の写し（役員が社会福祉士、介護福祉士、宅地建物取引士等の国家資格を有する場合）
　（11）その他、支援法人の業務に関し参考となる書類
